　農地法の適用外証明関係
１　証明事務の流れ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　①

　　　　　　　　　　　　　　　　　　現

　　　　　　　　　　　　　　　　　　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　確
　　　　　　　　　　　　　　　　　　認

　　　　　　　　　　　　　　　　　　命

　　　　　　　　　　　　　　　　　　令　　　　　　　②

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現地確認書

　　　　　証明願（２部）提出　　　　　　　　　　提出




　　　　　　③・証明通知（１部）

　　　　　　　・証明できない旨の　　　④現地確認書の写し送付　　　　

　　　　　　　　通知　　　　　　　　　　（随時）　　　　　　　　　　
２　適用外証明の範囲

適用外証明とは、現況が非農地である土地について、その土地の所有者等からの申請に対し、農業委員会が行う「農地法の適用を受けない土地である」旨の証明をいう。
農業委員会が証明できる範囲は、土地登記簿の地目が、田、畑、原野等で、現況が農地及び採草放牧地以外になっている土地であって、農地法の適用を受けないことが明白なもので、次に掲げるものとする。
ただし、対象地が農地法第4条第1項若しくは第5条第1項の規定に違反すると認められる場合又は農地法第4条第1項若しくは第5条第1項の許可に付された条件に違反すると認められる場合は、農地に該当するか否かの判断を行わないものとする。（「農地法の運用について」（平成21年12月11日付け21経営第4530号・21農振第1598号農林水産省経営局長・農村振興局長連名通知。）第4の（2）のイ）
	(1)　天災地変等の不可抗力により、農地又は採草放牧地以外になった土地で、農地又は採草放牧地として復旧することが困難であると認められるもの

(2)　法令により転用制限の例外とされており、農地統制の適用を受けないで、農地又は採草放牧地以外のものになっている土地

ただし、「公共事業の施行に伴う廃土処理及び廃土処理に係る農地転用の取扱いについて」（昭和57年8月19日付け農企第420号岩手県農政部長通知）により承認又は協議を要する場合は、当該承認を受けた土地又は当該協議を了した土地に限る。

(3)　農地法所定の許可を得て転用された土地

(4)　その他農地又は採草放牧地以外になってから長年月を経過した土地で、農地又は採草放牧地として復旧することが著しく困難と認められるもの

この場合において、「長年月を経過した土地」とは、20年を経過したものとする。


３　証明手続

(1)　証明を受けようとする者は、「農地法の適用外の土地であることの証明願（様式第101号。以下「適用外証明願」という。）」を所管農業委員会に提出する。

(2)　適用外証明願の提出部数は、2部とする。

４　処理

	流れ図番号
	担　当
	処　　　　　　理　　　　　　内　　　　　　容

	①
②

③
	農業委員会
	ア　農業委員会は、適用外証明願を受理したときは、必ず現地確認を行い、「農地法適用外証明願に対する現地確認書（様式第102号。以下「現地確認書」という。）を作成し、この現地確認に基づいて、証明しようとする場合は証明する旨の通知（様式第103号）を、証明できない場合はその旨の通知（様式第104号）を、願出人にそれぞれ交付する。

	④
	農業委員会
	イ　農業委員会は、適用外証明をした場合は、直ちに現地確認書の写しを所管広域振興局の農政担当部長に送付するものとする。


　　【必要書類】
・現地の位置図
・登記事項証明書（法務局）
・公図の写し（法務局）
・農地でなくなった時期を証明する書類
・現況写真
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